
再評価対象事業の調書 

（街路事業） 

資料－３ 
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再評価の考え方及び手法 

■再々評価路線 

路線名

項目
中筋温品線（１工区） 中筋温品線（６工区）

事業単位の取り方

【区間】 

安佐南区中筋三丁目 

～ 

安佐北区口田南一丁目

 Ｌ＝１，２８０ｍ 

【設定の考え方】 

・一定の効果が発揮できる区間（国

庫補助事業としての採択区間） 

【区間】 

東区中山東三丁目 

～ 

東区温品一丁目

 Ｌ＝７９０ｍ 

【設定の考え方】 

・一定の効果が発揮できる区間（国

庫補助事業としての採択区間） 

評価項目 

１ 事業を巡る社会経済情勢等の変化 

  ・道路の整備状況、社会経済情勢の変化、地元情勢の変化等 

２ 事業の投資効果 

  ・費用対効果分析 

  ・事業効果や必要性を評価するための指標 

３ 事業の進捗状況 

  ・事業の経過、事業の進捗率、残事業の内容 

４ 事業の進捗の見込み 

  ・今後の事業進捗の見通し 

５ コスト縮減や代替案立案等の可能性 

→これらの視点から評価を行い、対応方針案を取りまとめる。 
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再評価の考え方及び手法 

■再々評価路線 

路線名

項目
吉島観音線外１ 段原蟹屋線外１

事業単位の取り方

【区間】 

（吉島観音線） 

中区西川口町 

～ 

西区南観音二丁目 

 Ｌ＝６８０ｍ 

（駅前観音線） 

西区南観音二丁目 

～ 

西区南観音三丁目 

 Ｌ＝５１０ｍ 

【設定の考え方】 

・一定の効果が発揮できる区間（国

庫補助事業としての採択区間） 

【区間】 

（段原蟹屋線） 

南区段原四丁目 

～ 

南区西蟹屋四丁目 

 Ｌ＝２４０ｍ 

（駅前大州線） 

南区西蟹屋四丁目 

～ 

南区南蟹屋一丁目 

 Ｌ＝３９３ｍ 

【設定の考え方】 

・一定の効果が発揮できる区間（国

庫補助事業としての採択区間） 

評価項目 

１ 事業を巡る社会経済情勢等の変化 

  ・道路の整備状況、社会経済情勢の変化、地元情勢の変化等 

２ 事業の投資効果 

  ・費用対効果分析 

  ・事業効果や必要性を評価するための指標 

３ 事業の進捗状況 

  ・事業の経過、事業の進捗率、残事業の内容 

４ 事業の進捗の見込み 

  ・今後の事業進捗の見通し 

５ コスト縮減や代替案立案等の可能性 

→これらの視点から評価を行い、対応方針案を取りまとめる。 
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費用便益分析のフロー

街路事業・道路事業

現在価値の算出

１．費用及び便益算出の前提 

   社会的割引率：４％ 

   基準年次  ：評価時点（平成２６年） 

   検討年数  ：５０年 

２．便益の算定

①交通流の推計

 ○交通量

 ○走行速度

 ○路線条件

②便益の算定

 ○走行時間短縮便益

 ○走行経費減少便益

 ○交通事故減少便益

３．費用の算定

 ○道路整備に要する事業費

○道路維持管理に要する費用

社

会

的

割

引

率

費 用 の 現 在 価 値便 益 の 現 在 価 値

４．費用便益分析の実施

総 費 用総 便 益

〔「費用便益分析マニュアル」（国土交通省 道路局 都市・地域整備局 平成 20 年 11 月）より作成〕
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（１工区）【国庫補助事業】 

再評価理由 再評価実施後、５年間が経過した時点で継続中の事業 

一定期間が経

過した理由等 
用地取得交渉等に不測の時間を要したため。 

事

業

の

概

要

１ 事業の目的 

  中筋温品線（１工区）は、都心を通過する自動車交通の分散を図る環状型道路の一部を構成

するとともに、地区内の交通の円滑化や安全な生活環境の確保、また、太田川の両岸地区を結

ぶことにより、健全な市街地を形成し、快適な市民生活と都市の活性化に貢献する路線である。

２ 事業箇所  

 安佐南区中筋三丁目～安佐北区口田南一丁目 

３ 事業の内容 

路 線 名：都市計画道路 中筋温品線（１工区） 

延 長：Ｌ＝１，２８０ｍ、代表幅員Ｗ＝３５ｍ（うち平面部Ｗ＝１９ｍ） 

規  格：第４種第１級 

事業内容：用地取得、道路新設工事（土工部）、橋りょう新設工事 

４ 予定事業期間及び総事業費 

【作成案】

 当初計画 前回再評価時点
（平成２１年度） 

現 在
(今回再評価時点) 

事業化年度 平成１２年度
(事業認可) --- --- 

予定事業期間 平成１２年度
～平成２０年度 

平成１２年度
～平成２６年度 

平成１２年度
～平成３０年代前半 

総事業費 １５６億円 １５６億円 １５６億円

各時点での事
業進ちょく率 
（事業費ﾍﾞｰｽ）

０％ ２０．５％ ３１．６％ 

備   考    

※ 中筋温品線（１工区）は平面部と高架部で構成する路線だが、このうち事業化している平面部のみを対象

として整理している。
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（１工区）【国庫補助事業】 

事

業

の

概

要

５ 事業概要図 

再

評

価

の

視

点

①
事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

１ 道路の整備状況 

本市の都市計画道路の整備率は、平成２５年度末で７５.２％となっている。 

２ 社会経済情勢の変化 

本市では、前回再評価（平成２１年度）以降も引き続き厳しい財政状況が続いており、現

在、平成２４年２月に策定した「財政運営方針」に基づき、平成２４年度から平成２７年度

までの４年間の収支不足の解消等に取り組んでいる。 

平成２６年度の街路事業の当初予算は約５４億円であり、平成２１年度の当初予算約６０

億円に対して１割程度減少している。この中で、広島駅自由通路等整備の事業費の割合が６

割程度を占めており、当該路線を含む一般街路の事業費については、３割程度の規模となっ

ている。

３ 地域情勢の変化 

当該路線（１工区）は、歩行者と自動車が輻輳する幅員の狭い生活道路中心の地区におい

て、交通の円滑化や安全な生活環境を確保、また、橋りょう整備により太田川の両岸地区（安
佐南区中筋と安佐北区口田）を結ぶ路線として、地区住民から継続的に早期整備の要望を受

けている。 

４ 前回の再評価の結果とこの５年間の対応状況 

（１）前回の再評価の結果 

  対応方針  事業継続 

  方針の根拠 都心を通過する自動車交通を排除する環状型道路の一部を構成するととも

に、太田川による地域分断の解消や消防活動困難地区の解消などの地区内の利

便性・安全性向上により健全な市街地を形成し、快適な市民生活と都市活動を

確保する路線であるため、引き続き事業を推進する。 

（２）この5年間の対応状況

平成22年度以降、用地取得を進めている。 

【作成案】

中筋温品線(１工区) L=1,280m 

１６｡０ｍ 

３５.０ｍ

８.０ｍ ８.０ｍ５.５ｍ ５.５ｍ ４.５ｍ４.５ｍ

１６.０ｍ

断面

断面

太
田
川
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（１工区）【国庫補助事業】 

再

評

価

の

視

点

②
事
業
の
投
資
効
果

１ 費用対効果分析 

道路整備に要する費用 道路整備による効果 

総費用 

 ＝評価対象期間内＋５０年 

総事業費             230.0億円 

残りの整備に必要な事業費     180.4億円 

→現在価値換算事業費  (122.2)181.8億円 

①事業費        (122.2)181.8億円 

②維持管理費       (0.2) 0.2億円 

総費用（Ｃ）①＋②＝  (122.4)182.0億円 

総便益 

①走行時間短縮便益    (189.4)189.4億円 

②走行経費減少便益   (35.7) 35.7億円 

③交通事故減少便益  (20.0) 20.0億円 

 総便益（Ｂ） 

① ②＋③＝ (245.1)245.1億円 

（残事業）事業全体 

費用便益分析の結果            費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝ （２．０） １．３ 

※ 「費用便益分析マニュアル」（国土交通省 道路局 都市・地域整備局 平成20年11月）に基づき算出 

※ 基準年次：平成26年 

※ 中筋温品線（１工区）は平面部と高架部で構成する路線であり、事業化している平面部では高架部の導入

空間となる用地も一体的に取得している。 

こうしたことから、費用対効果分析においては、前回の再評価（平成２１年度）同様、平面部と高架部を

一体として行うこととする。 

○感度分析の結果 

・残事業について交通量及び事業費が±１０％変動した場合、事業期間が±２０％変動し

た場合の感度分析を実施した結果は次のとおりである。 

項目 
費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

＋１０％（事業期間は＋２０％）の場合 －１０％（事業期間は－２０％）の場合 

交通量変動 ２．１ １．７ 

事業費変動 １．８ ２．２ 

事業期間変動 １．７ ２．１ 

○評価結果の投資効率性の観点からの取り扱い 

 事業全体及び残事業とも総便益が総費用を上回っている。 

２ 事業の効果や必要性を評価するための指標 

再評価実施時点による主な評価指標該当項目（別紙「客観的評価指標」参照） 

○活力 

〔円滑なモビリティの確保〕 

・当該路線（１工区）の整備により、地区内の交通の円滑化や安全な生活環境の確保、橋

りょう整備による太田川の両岸地区を結ぶ路線として時間短縮や交通分散につながる

ことが期待できる。 

年間渋滞損失時間及び削減率 

年間渋滞損失時間（H42）〔万人・時間／年〕 
削減率（C/A） 

整備なし（A） 整備あり（B） 削減量（C＝A-B） 

３．４ １．９ １．５ 約４４％ 

〔都市の再生〕 

・環状機能を有する路線として広域道路整備基本計画（※）に位置付けられている。 

・地区内の交通の円滑化、安全な生活環境の改善が図られる。 

・市街地の都市計画道路網密度が向上する。 

（※）広域的な社会交流を支え、地域の連携を促す道路ネットワークづくりを計画的に進めるために、長期

的な幹線道路計画網を定めたもの（平成10年策定：広島市）

【作成案】
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（１工区）【国庫補助事業】 

再

評

価

の

視

点

②

事
業
の
投
資
効
果

〔国土・地域ネットワークの構築〕 

・広域的な道路ネットワークの構築に貢献する路線であり、地域高規格道路の候補路線と

しての位置付け（平成１０年６月指定）がある。 

〔個性ある地域の形成〕 

・橋りょうの整備により、太田川両岸の安佐南区中筋地区及び安佐北区口田地区の地域分

断が解消される。 

・平和記念都市として建設することを目的とする「広島平和記念都市建設法」による「広

島平和記念都市建設計画」に基づき整備を図る。 

○安全 

〔安全な生活環境の確保〕 

・歩行者と自動車が輻輳する幅員の狭い生活道路が小学校の通学路に指定されている。 

当該路線（１工区）の整備により、自動車交通の転換が促進されるとともに、通学路の

安全性の向上が期待できる。 

〔災害への備え〕 

・当該路線（１工区）の整備により、緊急時における避難経路の確保や消防活動の円滑化

が図られる。 

○環境 

〔地球環境の保全〕 

・当該路線（１工区）の整備により、交通の円滑化等に伴うＣＯ2の削減量は次のとおり

である。 

削減される自動車からのＣＯ2（H42） ２，１００t-CO2/年 

（参考）CO2排出削減便益 

削減される自動車からのＣＯ2（H42） ２，１００t-CO2/年 

炭素Ｃ排出削減量 ５７２．７t-C/年 

貨幣換算原単位 １０，６００円/t-C 

ＣＯ2排出量削減便益 ６０７．１万円/年 

③

事
業
の
進
捗
状
況

１ 事業の経過 

 平成 ７年 ３月  都市計画決定 

 平成１２年度    補助事業採択 

           事業認可取得（H12.12.18～H21.3.31） 

           用地取得着手 

 平成２０年度    事業認可変更（H12.12.18～H27.3.31） 

２ 事業の進捗率 

区分 中筋温品線（１工区） 

予定事業期間 平成１２年度～平成３０年代前半 

総事業費 １５６億円 

～H25年度末執行済額 ４９億２，２００万円 

進捗状況（H25年度末） ３１．６％（事業費ベース） 

※ 中筋温品線（１工区）は平面部と高架部で構成する路線だが、このうち事業化している平面部のみを対象

として整理している。

３ 残事業の内容 

 用地取得、道路新設工事（土工部）、橋りょう新設工事 

【作成案】
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（１工区）【国庫補助事業】 

再

評

価

の

視

点

④
事
業
の
進
捗
の
見
込
み

１ 今後の事業進捗の見通し 

これまでは用地取得交渉等に時間を要したこと等により、事業進捗に遅れが生じている。

今後は事業効果の早期発現に向け、暫定的な整備・供用も行いながら計画的な進捗を図り、

所定の完成供用を目指して取り組んでいく。 

⑤
コ
ス
ト
縮
減
や
代
替
案
立
案
等
の
可
能
性

１ コスト縮減の可能性 

道路新設工事（土工部）における効率的な施工の計画や、建設副産物の発生抑制及び再生

材利用、橋りょう新設工事における構造や架設工法の検討等により、コスト縮減に努める。

２ 代替案立案等の可能性 

中筋温品線は、広島都市圏の放射・環状型の幹線道路網計画を基に、地形的条件、交通処

理面や沿道からの利便性等を総合的に考慮してルートを選定し、都市計画決定されている。

既に、地区内の交通の円滑化や安全な生活環境の確保、また、橋りょう整備による太田川

の両岸地区を結ぶ路線として地区住民の期待を受けながら用地取得が進捗している状況で

あり、現計画のもと事業を進めていくことが適当である。 

対
応
方
針(

案)
 

１ 対応方針(案) 

事業継続 

２ 対応方針(案)の理由と今後の方針 

中筋温品線（１工区）は、都心を通過する自動車交通の分散を図る環状型道路の一部を構成す

るとともに、地区内の交通の円滑化や安全な生活環境の確保、また、橋りょう整備による太田川

の両岸地区を結ぶ路線として、整備効果の発現が見込まれ、地区住民の早期整備の要望が強い。

以上のことから、引き続き事業を推進する。 

【作成案】
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客観的評価指標（街路事業） 

※ データ上の制約がない限り、基本的に全ての項目について評価を実施するものとする。 
  ただし、評価に必要な作業量が大きく、当該事業による効果は少ないことが予想される場合、評価

実施主体が当該事業について評価対象外とすべきと判断した項目については、評価を実施しなくてよ
いものとする。 

※ ○の指標は定量的な記述により効果の確認を行うことを基本とする。 
※ その他の指標は定性的に効果の有無を確認する。 
※ 本指標に基づき効果を総合的に評価する必要がある。その手法については今後策定する。 

＜事業採択の前提条件を確認するための指標＞ 

 街   路 

前提条件 事業の効率性 ■ 便益が費用を上回っている。 

事業の性格 □ 以下のいずれかに該当する。 
・国の直轄事業に関連する事業 ・国家的な事業に関連する事業 ・先導的な施策に係る事業 ・短期
間に集中的に施行する必要がある事業 

□ 市町村道事業については、ネットワーク関連や市町村合併など特別な観点で行う事業
である。 

＜事業の効果や必要性を評価するための指標＞ 

政策目標 
街   路 

大項目 中項目 

１．活力 円滑な 
モビリティ 
の確保 

● 現道等の年間渋滞損失時間（人・時間）及び削減率 

□ 現道等における混雑時旅行速度が 20km/h 未満である旅行速度の改善が期待される 

□ 現道又は並行区間等における踏切遮断交通量が 10,000 台時/日以上の踏切道の除却も
しくは交通改善が期待される 

□ 現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線が存在する 

□ 新幹線駅もしくは特急停車駅へのアクセス向上が見込まれる 

□ 第一種空港、第二種空港、第三種空港もしくは共用飛行場へのアクセス向上が見込ま
れる 

物流効率化 
の支援 

□ 重要港湾もしくは特定重要港湾へのアクセス向上が見込まれる 

□ 農林水産業を主体とする地域において農林水産品の流通の利便性向上が見込まれる 

□ 現道等における、総重量 25t の車両もしくは ISO 規格背高海上コンテナ輸送車が通行
できない区間を解消する 

都市の再生 □ 都市再生プロジェクトを支援する事業である 

■ 広域道路整備基本計画に位置づけのある環状道路を形成する 

□ 市街地開発、区画整理等の沿道まちづくりとの連携あり 

□ 中心市街地で行う事業である 

■ 幹線都市計画道路網密度が 1.5km/ km２以下である市街地での事業である 

■ DID 区域内の都市計画道路整備であり、市街地の都市計画道路網密度が向上する 

□ 対象区間が現在連絡道路がない住宅宅地開発（300 戸以上又は 16ha 以上、大都市にお
いては 100戸以上又は 5ha以上）への連絡道路となる 

国土・地域 
ネットワーク 
の構築 

□ 高速自動車国道と並行する自専道（A´路線）としての位置づけあり 

■ 地域高規格道路の位置づけあり 

□ 当該路線が新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する 

□ 当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線を構成する 

□ 現道等における交通不能区間を解消する 

□ 現道等における大型車のすれ違い困難区間を解消する 

□ 日常活動圏中心都市へのアクセス向上が見込まれる 

個性ある 
地域の形成 

■ 鉄道や河川等により一体的発展が阻害されている地区を解消する 

□ 拠点開発プロジェクト、地域連携プロジェクト、大規模イベントを支援する 

□ 主要な観光地へのアクセス向上が期待される 

■ 特別立法に基づく事業である 

□ 新規整備の公共公益施設へ直結する道路である 

□ 歴史的景観を生かした道路整備や中心商店街のシンボル的な道路整備等、特色あるま
ちづくりに資する事業である 

中筋温品線（１工区）
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政策目標 
街   路 

大項目 中項目 

２．暮らし 歩行者・自転車 
のための 
生活空間の 
形成 

□ 自転車交通量が 500 台/日以上、自動車交通量が 1,000 台/12ｈ以上、歩行者交通量 500
人/日以上の全てに該当する区間において、自転車利用空間を整備することにより、当
該区間の歩行者・自転車の通行の快適・安全性の向上が期待できる

□ 交通バリアフリー法に基づく重点整備地区における特定経路を形成する区間が新たに
バリアフリー化される 

無電柱化に 
よる美しい 
町並みの形成 

□ 対象区間が電柱類地中化５ヶ年計画に位置づけあり 

□ 市街地又は歴史景観地区（歴史的風土特別保存区域及び重要伝統的建造物保存地区）
等の幹線道路において新たに無電柱化を達成する 

安全で安心でき
るくらしの確保 

□ 三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる 

３．安全 安全な生活 
環境の確保 

□ 現道等に死傷事故率が 500 件/億台キロ以上である区間が存する場合において、交通量
の減少、歩道の設置又は線形不良区間の解消等により、当該区間の安全性の向上が期待
できる 

■ 当該区間の自動車交通量が 1,000 台/12ｈ以上（当該区間が通学路である場合には 500
台/12ｈ以上）かつ歩行者交通量 100 人/日以上（当該区間が通学路である場合は学童・
園児が 40 人/日以上）の場合、又は歩行者交通量 500 人/日以上の場合において、歩道
が無い又は狭小な区間に歩道が設置される 

災害への備え □ 近隣市へのルートが１つしかなく、災害による１～２箇所の道路寸断で孤立化する集
落を解消する 

□ 対象区間が、都道府県地域防災計画、緊急輸送道路ネットワーク計画又は地震対策緊
急整備事業計画に位置づけがある、又は地震防災緊急事業五ヶ年計画に位置づけのある
路線（以下「緊急輸送道路」という）として位置づけあり 

□ 緊急輸送路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成す
る 

□ 並行する高速ネットワークの代替路線として機能する（A´路線の位置づけがある場
合） 

□ 現道等の防災点検または震災点検要対策箇所もしくは架替の必要のある老朽橋梁にお
ける通行規制等が解消される 

□ 現道等の事前通行規制区間、特殊通行規制区間又は冬期交通障害区間を解消する 

□ 避難路へ１km以内で到達できる地区が新たに増加する 

■ 幅員６ｍ以上の道路がないため消火活動ができない地区が解消する 

□ 密集市街地における事業で火災時の延焼遮断帯の役割を果たす 

４．環境 地球環境の保全 ● 対象道路の整備により削減される自動車からの CO2排出量 

生活環境の 
改善・保全 

○ 現道等における自動車からの NO2 排出削減率 

○ 現道等における自動車からの SPM 排出削減率 

□ 現道等で騒音レベルが夜間要請限度を超過している区間について、新たに要請限度を
下回ることが期待される区間がある 

□ その他、環境や景観上の効果が期待される 

５．その他 他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
との関係 

■ 道路の整備に関するプログラム又は都市計画道路整備プログラムに位置づけられてい
る 

□ 関連する大規模道路事業と一体的に整備する必要あり 

□ 他機関との連携プログラムに位置づけられている 

その他 □ その他、対象地域や事業に固有の事情等、以上の項目に属さない効果が期待される 
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（６工区）【国庫補助事業】 

再評価理由 再評価実施後、５年間が経過した時点で継続中の事業 

一定期間が経

過した理由等 
用地取得交渉等に不測の時間を要したため。 

事

業

の

概

要

１ 事業の目的 

中筋温品線（６工区）は、都心を通過する自動車交通の分散を図る環状型道路の一部を構成

するとともに、地区内の交通の円滑化や安全な生活環境を確保することにより、健全な市街地

を形成し、快適な市民生活と都市の活性化に貢献する路線である。 

２ 事業箇所  

東区中山東三丁目～東区温品一丁目 

３ 事業の内容 

路 線 名：都市計画道路 中筋温品線（６工区） 

延 長：Ｌ＝７９０ｍ、代表幅員Ｗ＝４７ｍ（うち平面部Ｗ＝１９ｍ） 

規  格：第４種第１級 

事業内容：用地取得、道路新設工事 

４ 予定事業期間及び総事業費 

【作成案】

 当初計画 前回再評価時点
（平成２１年度） 

現 在
(今回再評価時点) 

事業化年度 平成１２年度
(事業認可) --- --- 

予定事業期間 平成１２年度
～平成１８年度 

平成１２年度
～平成２４年度 

平成１２年度
～平成３０年代前半 

総事業費 ８０億円 ８０億円 ８０億円 

各時点での事
業進ちょく率 
（事業費ﾍﾞｰｽ）

０％ ４７．７％ ５７．８％ 

備   考    

※ 中筋温品線（６工区）は平面部と高架部で構成する路線だが、このうち事業化している平面部のみを対象

として整理している。
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（６工区）【国庫補助事業】 

事

業

の

概

要

５ 事業概要図 

再

評

価

の

視

点

①
事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
等
の
変
化

１ 道路の整備状況 

本市の都市計画道路の整備率は、平成２５年度末で７５.２％となっている。 

２ 社会経済情勢の変化 

本市では、前回再評価（平成２１年度）以降も引き続き厳しい財政状況が続いており、現

在、平成２４年２月に策定した「財政運営方針」に基づき、平成２４年度から平成２７年度

までの４年間の収支不足の解消等に取り組んでいる。 

平成２６年度の街路事業の当初予算は約５４億円であり、平成２１年度の当初予算約６０

億円に対して１割程度減少している。この中で、広島駅自由通路等整備の事業費の割合が６

割程度を占めており、当該路線を含む一般街路の事業費については、３割程度の規模となっ

ている。

３ 地域情勢の変化 

大規模商業施設の開店（平成21年11月）や、広島高速２号線の開通（平成22年4月）

に伴い当該事業（６工区）近傍に間所出入口が整備されたことにより、交通需要が増加して

いる。 

このような中、地区住民を中心とした早期整備の要望を受けている。 

４ 前回の再評価の結果とこの５年間の対応状況 

（１）前回の再評価の結果 

  対応方針  事業継続 

 方針の根拠 都心を通過する自動車交通を排除する環状型道路の一部を構成するととも

に、付近交差点に集中する交通を分散し渋滞を緩和させるなどの地区内の利便

性向上により健全な市街地を形成し、快適な市民生活と都市活動を確保する路

線であるため、引き続き事業を推進する。 

（２）この5年間の対応状況 

平成22年度以降、用地取得を進めている。 

【作成案】

中筋温品線(６工区) L=790m 

断面

断面

１３.０ｍ

１１.０ｍ

７.５ｍ ７.５ｍ

４７.０ｍ

４.５ｍ ５.０ｍ ４.５ｍ５.０ｍ

断面
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（６工区）【国庫補助事業】 

再

評

価

の

視

点

②
事
業
の
投
資
効
果

１ 費用対効果分析 

道路整備に要する費用 道路整備による効果 

総費用 

 ＝評価対象期間内＋５０年 

総事業費             121.1億円 

残りの整備に必要な事業費      74.5億円 

→現在価値換算事業費   (49.2)106.6億円 

①事業費         (49.2)106.6億円 

②維持管理費       (0.2) 0.2億円 

総費用（Ｃ）①＋②＝   (49.4)106.8億円 

総便益 

①走行時間短縮便益    (235.0)235.0億円 

②走行経費減少便益   (35.5) 35.5億円 

③交通事故減少便益  (21.2) 21.2億円 

 総便益（Ｂ） 

 ①＋②＋③＝ (291.7)291.7億円 

（残事業）事業全体 

費用便益分析の結果            費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝ （５．９） ２．７ 

※ 「費用便益分析マニュアル」（国土交通省 道路局 都市・地域整備局 平成20年11月）に基づき算出 

※ 基準年次：平成26年 

※ 中筋温品線（６工区）は平面部と高架部で構成する路線であり、事業化している平面部では高架部の導入

空間となる用地も一体的に取得している。 

こうしたことから、費用対効果分析においては、前回の再評価（平成２１年度）同様、平面部と高架部を

一体として行うこととする。 

○感度分析の結果 

・残事業について交通量及び事業費が±１０％変動した場合、事業期間が±２０％変動し

た場合の感度分析を実施した結果は次のとおりである。 

項目 
費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

＋１０％（事業期間は＋２０％）の場合 －１０％（事業期間は－２０％）の場合 

交通量変動 ６．０ ５．６ 

事業費変動 ５．４ ６．６ 

事業期間変動 ５．５ ６．１ 

○評価結果の投資効率性の観点からの取り扱い 

 事業全体及び残事業とも総便益が総費用を上回っている。 

２ 事業の効果や必要性を評価するための指標 

再評価実施時点による主な評価指標該当項目（別紙「客観的評価指標」参照） 

○活力 

〔円滑なモビリティの確保〕 

当該路線（６工区）の整備により、交通需要の増加による交通渋滞に対し交通分散が図

られ渋滞緩和につながることが期待できる。 

年間渋滞損失時間及び削減率 

年間渋滞損失時間（H42）〔万人・時間／年〕 
削減率（C/A） 

整備なし（A） 整備あり（B） 削減量（C＝A-B） 

３２．６ ４．３ ２８．３ 約８７％ 

〔都市の再生〕 

・環状機能を有する路線として広域道路整備基本計画（※）に位置付けられている。 

・地区内の交通の円滑化や安全な生活環境の改善が図られる。 

・市街地の都市計画道路網密度が向上する。 

（※）広域的な社会交流を支え、地域の連携を促す道路ネットワークづくりを計画的に進めるために、長期

的な幹線道路計画網を定めたもの（平成10年策定：広島市）

【作成案】
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（６工区）【国庫補助事業】 

再

評

価

の

視

点

②
事
業
の
投
資
効
果

〔国土・地域ネットワークの構築〕 

・広域的な道路ネットワークの構築に貢献する路線であり、地域高規格道路の候補路線と

しての位置付け（平成１０年６月指定）がある。 

〔個性ある地域の形成〕 

・平和記念都市として建設することを目的とする「広島平和記念都市建設法」による「広

島平和記念都市建設計画」に基づき、整備を図るものである。 

○安全 

〔安全な生活環境の確保〕 

・付近の県道、市道が小学校の通学路に指定されている。当該路線（６工区）の整備によ

り、自動車交通の転換が促進されるとともに、通学路の安全性の向上が期待できる。 

〔災害への備え〕 

・当該路線（６工区）の整備により、緊急時における避難経路の確保や消防活動の円滑化

が図られる。 

○環境 

〔地球環境の保全〕 

・当該路線（６工区）の整備により、交通の円滑化等に伴うＣＯ2の削減量は次のとおり

である。 

削減される自動車からのＣＯ2（H42） １，６２１t-CO2/年 

（参考）CO2排出削減便益 

削減される自動車からのＣＯ2（H42） １，６２１t-CO2/年 

炭素Ｃ排出削減量 ４４２．１t-C/年 

貨幣換算原単位 １０，６００円/t-C 

ＣＯ2排出量削減便益 ４６８．６万円/年 

③
事
業
の
進
捗
状
況

１ 事業の経過 

 平成 ７年 ３月  都市計画決定 

 平成１１年 ３月  都市計画変更 

 平成１２年度    補助事業採択 

           事業認可取得（H12.9.21～H19.3.31） 

           用地取得着手 

 平成１８年度    事業認可変更（H12.9.21～H25.3.31） 

 平成２４年度    事業認可変更（H12.9.21～H31.3.31） 

２ 事業の進捗率 

区分 中筋温品線（６工区） 

予定事業期間 平成１２年度～平成３０年代前半 

総事業費 ８０億円 

～H25年度末執行済額 ４６億２，５００万円 

進捗状況（H25年度末） ５７．８％（事業費ベース） 

※ 中筋温品線（６工区）は平面部と高架部で構成する路線だが、このうち事業化している平面部のみを対象と

して整理している。

３ 残事業の内容 

 用地取得、道路新設工事 

【作成案】
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再評価に係る資料

事業種別 

事 業 名

街路事業 

中筋温品線（６工区）【国庫補助事業】 

再

評

価

の

視

点

④
事
業
の
進
捗
の
見
込
み

１ 今後の事業進捗の見通し 

これまでは用地取得交渉等に時間を要したこと等により、事業進捗に遅れが生じている。

今後は事業効果の早期発現に向け、暫定的な整備・供用も行いながら計画的な進捗を図り、

所定の完成供用を目指して取り組んでいく。 

⑤
コ
ス
ト
縮
減
や
代
替
案
立
案
等
の
可
能
性

１ コスト縮減の可能性 

道路新設工事における効率的な施工の計画や、建設副産物の発生抑制及び再生材利用等に

より、コスト縮減に努める。 

２ 代替案立案等の可能性 

中筋温品線は、広島都市圏の放射・環状型の幹線道路網計画を基に、地形的条件、交通処

理面や沿道からの利便性等を総合的に考慮してルートを選定し、都市計画決定されている。

既に、地区内の交通の円滑化や安全な生活環境を確保する街路として地区住民の期待を受

けながら用地取得が進捗している状況であり、現計画のもと事業を進めていくことが適当で

ある。

対
応
方
針(

案)
 

１ 対応方針(案) 

事業継続 

２ 対応方針(案)の理由と今後の方針 

中筋温品線（６工区）は、都心を通過する自動車交通の分散を図る環状型道路の一部を構成す

るとともに、地区内の交通の円滑化や安全な生活環境の確保する路線として整備効果の発現が見

込まれ、地区住民による早期整備の要望が強い。 

以上のことから、引き続き事業を推進する。 

【作成案】
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客観的評価指標（街路事業） 

※ データ上の制約がない限り、基本的に全ての項目について評価を実施するものとする。 
  ただし、評価に必要な作業量が大きく、当該事業による効果は少ないことが予想される場合、評価

実施主体が当該事業について評価対象外とすべきと判断した項目については、評価を実施しなくてよ
いものとする。 

※ ○の指標は定量的な記述により効果の確認を行うことを基本とする。 
※ その他の指標は定性的に効果の有無を確認する。 
※ 本指標に基づき効果を総合的に評価する必要がある。その手法については今後策定する。 

＜事業採択の前提条件を確認するための指標＞ 

 街   路 

前提条件 事業の効率性 ■ 便益が費用を上回っている。 

事業の性格 □ 以下のいずれかに該当する。 
・国の直轄事業に関連する事業 ・国家的な事業に関連する事業 ・先導的な施策に係る事業 ・短期
間に集中的に施行する必要がある事業 

□ 市町村道事業については、ネットワーク関連や市町村合併など特別な観点で行う事業
である。 

＜事業の効果や必要性を評価するための指標＞ 

政策目標 
街   路 

大項目 中項目 

１．活力 円滑な 
モビリティ 
の確保 

● 現道等の年間渋滞損失時間（人・時間）及び削減率 

□ 現道等における混雑時旅行速度が 20km/h 未満である旅行速度の改善が期待される 

□ 現道又は並行区間等における踏切遮断交通量が 10,000 台時/日以上の踏切道の除却も
しくは交通改善が期待される 

□ 現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線が存在する 

□ 新幹線駅もしくは特急停車駅へのアクセス向上が見込まれる 

□ 第一種空港、第二種空港、第三種空港もしくは共用飛行場へのアクセス向上が見込ま
れる 

物流効率化 
の支援 

□ 重要港湾もしくは特定重要港湾へのアクセス向上が見込まれる 

□ 農林水産業を主体とする地域において農林水産品の流通の利便性向上が見込まれる 

□ 現道等における、総重量 25t の車両もしくは ISO 規格背高海上コンテナ輸送車が通行
できない区間を解消する 

都市の再生 □ 都市再生プロジェクトを支援する事業である 

■ 広域道路整備基本計画に位置づけのある環状道路を形成する 

□ 市街地開発、区画整理等の沿道まちづくりとの連携あり 

□ 中心市街地で行う事業である 

■ 幹線都市計画道路網密度が 1.5km/ km２以下である市街地での事業である 

■ DID 区域内の都市計画道路整備であり、市街地の都市計画道路網密度が向上する 

□ 対象区間が現在連絡道路がない住宅宅地開発（300 戸以上又は 16ha 以上、大都市にお
いては 100戸以上又は 5ha以上）への連絡道路となる 

国土・地域 
ネットワーク 
の構築 

□ 高速自動車国道と並行する自専道（A´路線）としての位置づけあり 

■ 地域高規格道路の位置づけあり 

□ 当該路線が新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを構成する 

□ 当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線を構成する 

□ 現道等における交通不能区間を解消する 

□ 現道等における大型車のすれ違い困難区間を解消する 

□ 日常活動圏中心都市へのアクセス向上が見込まれる 

個性ある 
地域の形成 

□ 鉄道や河川等により一体的発展が阻害されている地区を解消する 

□ 拠点開発プロジェクト、地域連携プロジェクト、大規模イベントを支援する 

□ 主要な観光地へのアクセス向上が期待される 

■ 特別立法に基づく事業である 

□ 新規整備の公共公益施設へ直結する道路である 

□ 歴史的景観を生かした道路整備や中心商店街のシンボル的な道路整備等、特色あるま
ちづくりに資する事業である 

中筋温品線（６工区）
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政策目標 
街   路 

大項目 中項目 

２．暮らし 歩行者・自転車 
のための 
生活空間の 
形成 

□ 自転車交通量が 500 台/日以上、自動車交通量が 1,000 台/12ｈ以上、歩行者交通量 500
人/日以上の全てに該当する区間において、自転車利用空間を整備することにより、当
該区間の歩行者・自転車の通行の快適・安全性の向上が期待できる

□ 交通バリアフリー法に基づく重点整備地区における特定経路を形成する区間が新たに
バリアフリー化される 

無電柱化に 
よる美しい 
町並みの形成 

□ 対象区間が電柱類地中化５ヶ年計画に位置づけあり 

□ 市街地又は歴史景観地区（歴史的風土特別保存区域及び重要伝統的建造物保存地区）
等の幹線道路において新たに無電柱化を達成する 

安全で安心でき
るくらしの確保 

□ 三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる 

３．安全 安全な生活 
環境の確保 

□ 現道等に死傷事故率が 500 件/億台キロ以上である区間が存する場合において、交通量
の減少、歩道の設置又は線形不良区間の解消等により、当該区間の安全性の向上が期待
できる 

■ 当該区間の自動車交通量が 1,000 台/12ｈ以上（当該区間が通学路である場合には 500
台/12ｈ以上）かつ歩行者交通量 100 人/日以上（当該区間が通学路である場合は学童・
園児が 40 人/日以上）の場合、又は歩行者交通量 500 人/日以上の場合において、歩道
が無い又は狭小な区間に歩道が設置される 

災害への備え □ 近隣市へのルートが１つしかなく、災害による１～２箇所の道路寸断で孤立化する集
落を解消する 

□ 対象区間が、都道府県地域防災計画、緊急輸送道路ネットワーク計画又は地震対策緊
急整備事業計画に位置づけがある、又は地震防災緊急事業五ヶ年計画に位置づけのある
路線（以下「緊急輸送道路」という）として位置づけあり 

□ 緊急輸送路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成す
る 

□ 並行する高速ネットワークの代替路線として機能する（A´路線の位置づけがある場
合） 

□ 現道等の防災点検または震災点検要対策箇所もしくは架替の必要のある老朽橋梁にお
ける通行規制等が解消される 

□ 現道等の事前通行規制区間、特殊通行規制区間又は冬期交通障害区間を解消する 

□ 避難路へ１km以内で到達できる地区が新たに増加する 

□ 幅員６ｍ以上の道路がないため消火活動ができない地区が解消する 

□ 密集市街地における事業で火災時の延焼遮断帯の役割を果たす 

４．環境 地球環境の保全 ● 対象道路の整備により削減される自動車からの CO2排出量 

生活環境の 
改善・保全 

○ 現道等における自動車からの NO2 排出削減率 

○ 現道等における自動車からの SPM 排出削減率 

□ 現道等で騒音レベルが夜間要請限度を超過している区間について、新たに要請限度を
下回ることが期待される区間がある 

□ その他、環境や景観上の効果が期待される 

５．その他 他のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
との関係 

■ 道路の整備に関するプログラム又は都市計画道路整備プログラムに位置づけられてい
る 

□ 関連する大規模道路事業と一体的に整備する必要あり 

□ 他機関との連携プログラムに位置づけられている 

その他 □ その他、対象地域や事業に固有の事情等、以上の項目に属さない効果が期待される 
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